
研究セミナー：現代中国研究における
東アジア・学校間交流の可能性

2010年2月27日更新

 

日時：2010年2月22日（月）～23日（火）•
場所：大阪大学豊中キャンパス，法・経大学院総合研究棟４階大会議室•
 
本セミナーは日本語で行ないます。•
アテンド通訳：李麦（法学研究科MC）・邵腊梅（法学研究科MC）・朴丹

（法学部学生）

•

Ⅰ．三校国際シンポジウムの総括と課題 22日13:30～

17:00 

（司会：日野みどり）

科研プロジェクトとしての総括：田中仁（45分）1.
三校国際研討会としての総括：江沛，許育銘（各30分）2.
討論：スチンフ，山田康博，片山剛（各20分）3.
次回国際研討会の開催について（15分）4.

中国地域研究と歴史学の対話という枠組みははたして有効か?•
学術的対話の主要テーマは何か? （…「現代中国社会変動與東亜新格

局」を掲げ続けるのか，次回の国際シンポジウムをどのようなコンセプト

で実施するか）

•

我々の対話をどのような学術的成果として収斂しうるのか?（…論文集に

有機的構成＝内実を付与することは可能か）

•

Ⅱ．各校における現代中国研究（中国地域研究）の現状 

23日9:00～11:30

（司会：竹内俊隆）

南開大学（江沛） （各15分）1.
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内モンゴル大学（周太平）2.
広島大学（丸田孝志）3.
東華大学（許育銘）4.
台北大学（李朝津）5.

各校における現代中国研究に関わる各校の現状を紹介する（今後どのよ

うな学校間交流が可能であるのかを展望するための基礎作業として）

•

Ⅲ．21世紀の中国と東アジア：現代中国研究への提言 23
日13:00～15:00

（司会：宮原曉）

木村自（各10-15分）1.
三好恵真子2.
許衛東3.
高橋慶吉4.
竹内俊隆 5.

オムニバス講義「現代中国研究」での講義内容のエッセンスを“刺激的

に”紹介する（語る）

•

Ⅳ．東アジアにおける現代中国研究の現状と課題 23日

15:30～17:30

（司会：堤一昭）

内モンゴル地域研究と東アジア 周太平（各25分）1.
台湾における現代中国研究の現状 李朝津2.
歴史学の特性と周辺諸科学との対話 丸田孝志3.

懇親会 23日19:00～21:30

（宮原曉）

もどる
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三校国際シンポジウムの総括と課題三校国際シンポジウムの総括と課題

科研プロジェクトとしての総括科研プロジェクトとしての総括 （田中仁）（田中仁）

①① 中国地域研究と歴史学の対話という枠組みははたして中国地域研究と歴史学の対話という枠組みははたして
有効か有効か??
②② 学術的対話の主要テーマは何か学術的対話の主要テーマは何か?? （（……「現代中国社会「現代中国社会
変動與東亜新格局」を掲げ続けるのか，次回の国際シンポ変動與東亜新格局」を掲げ続けるのか，次回の国際シンポ
ジウムをどのようなコンセプトで実施するか）ジウムをどのようなコンセプトで実施するか）

③③ 我々の対話をどのような学術的成果として収斂しうるの我々の対話をどのような学術的成果として収斂しうるの
かか??（（……論文集に有機的構成＝内実を付与することは可能論文集に有機的構成＝内実を付与することは可能
か）か）

科研プロジェクト：科研プロジェクト：
現代現代““中国中国””の社会変容と東アジアの新環境の社会変容と東アジアの新環境

基盤研究基盤研究(B) 2008(B) 2008～～20102010年度年度

【研究目的】
本研究は，中国台頭に伴う21世紀の東アジア（東南アジアを含む）の国際

環境変動に対応した新しい中国地域研究の可能性を追究することによって，
日本における中国地域研究の基盤拡大と課題解決のための有効な処方を
提示することを目的とする。

大阪外国語大学中国文化フォーラムを大阪大学中国文化フォーラムに改
組・再編するとともに中国・台湾との学術交流を発展・深化させることによっ
て，大阪大学を東アジア地域における「知の共同体」の一環をなす現代中国
地域研究の拠点として確立する。その際，ディシプリンの異なる研究者によ
る対話と啓発の場（プラットホーム）の提供，大学院生・ポストドクターを本研
究課題に積極的に参与させ次世代養成の課題に応えること，日本・中国・台
湾の双方向的関係を構築することに留意する。

【【独創性独創性】】
グローバルイシューとローカルイシューの相互規定性 ⇔ 「中国」地域理

解をめぐる五層――国民国家内地域社会，国民国家，サブ・リージョン，
国民国家結合（リージョン），グローバル――の水平的垂直的編成の構図

【研究計画】
（1）中国・南開大学歴史学院，台湾・東華大学歴史系との共催による国際
研究集会の開催，国際研究集会の成果をとりまとめた学術書の刊行
（2）研究セミナーの開催
（3）『大阪大学中国文化フォーラム・ディスカッションペーパー』の創刊
（4）「中国文化コロキアム」の改組
〇「中国文化コロキアム」を大阪大学で「中国文化」を専攻する大学院生・
ポストドクターの研鑽の場として改組・再編する。
（5）サイバースペース上におけるワークショップ・システムの展開
（6）「中国文化フォーラム」の改組

〇大阪外国語大学中国文化フォーラムを，大阪大学を基盤とする現代中
国研究の拠点として再定置するとともに，わが国における中国地域研究
の基盤拡大と課題解決，ならびに広義の現代「東アジア」研究の新たな
ネットワーク構築を展望する。

三校による国際研究集会三校による国際研究集会
現代「中国」の社会変容と東アジアの新環境現代「中国」の社会変容と東アジアの新環境

20072007天津，天津，20082008花蓮，花蓮，20092009大阪大阪

大阪大学中国文化フォーラム
中国地域研究（現代中国学）

さまざまなディシプリン

東華大学歴史学系
歴史学

南開大学歴史学院
歴史学

三校研討会についての中間的総括三校研討会についての中間的総括

地域研究と歴史学の対話地域研究と歴史学の対話
東アジアの現状（経済・政治・社会）→学校間交流の東アジアの現状（経済・政治・社会）→学校間交流の
有効性と可能性有効性と可能性
ことばの問題：中国語（ことばの問題：中国語（cf.cf.英語英語&&日本語，旧大阪外国日本語，旧大阪外国
語大学から継承しうる資産）語大学から継承しうる資産）
若い研究者に交流の場を提供すること若い研究者に交流の場を提供すること 【【資料資料Ⅰ】Ⅰ】

↓↓
研究成果の刊行（研究成果の刊行（2011.32011.3））&&三校研討会の今後三校研討会の今後
約約5050篇の論文，贛州・フフホト・台北での研討会開催篇の論文，贛州・フフホト・台北での研討会開催

いま考えねばならない課題は何かいま考えねばならない課題は何か??
（（……最初の提起①②③）最初の提起①②③）

「「2020世紀中国」という視角世紀中国」という視角
中国地域研究と歴史学の対話という枠組みははたして有効か中国地域研究と歴史学の対話という枠組みははたして有効か??

シリーズシリーズ2020世紀中国史世紀中国史（2009東京大学出版会）

①中華世界と近代，②近代化の構造，③グローバル化と中国，④現代中①中華世界と近代，②近代化の構造，③グローバル化と中国，④現代中

国と歴史学国と歴史学

※※伝統と近代，近代化，グローバル化伝統と近代，近代化，グローバル化

グローバルヒストリー：①帝国主義時代，②両大戦間グローバルヒストリー：①帝国主義時代，②両大戦間
期，③冷戦期期，③冷戦期

日本における中国近現代史研究：①日本における中国近現代史研究：①19451945年の出発，年の出発，
②フロンティアとしての②フロンティアとしての19501950年代（年代（cf.cf.シリーズシリーズ2020世紀世紀
中国史は中国史は19801980年代まで）年代まで）



今日の中国と東アジア今日の中国と東アジア
グローバル大国・中国の出現グローバル大国・中国の出現

経済大国（世界第経済大国（世界第33位位<<もうすぐもうすぐ22位に位に>>，外貨準備，外貨準備
高高11位，米国債保有残高位，米国債保有残高11位）位）

軍事大国（急速な軍拡→軍事大国（急速な軍拡→2121年連続二ケタ成長，米年連続二ケタ成長，米
国に次ぐ規模）国に次ぐ規模）

⇒国際的な存在感の急速な拡大⇒国際的な存在感の急速な拡大

その他の問題その他の問題

温暖化ガス排出量温暖化ガス排出量11位，圧制国家への支援（強引な位，圧制国家への支援（強引な
資源獲得戦略），民族問題と人権「抑圧」資源獲得戦略），民族問題と人権「抑圧」

読売，毎日，産経，日経読売，毎日，産経，日経2009/10/22009/10/2，朝日，朝日10/210/2

中国的問題群中国的問題群（岩波書店（岩波書店20092009--））

<20<20世紀中国世紀中国>>の枠組みからの枠組みから<21<21世紀中国世紀中国>>が抱える地球的が抱える地球的

問題群を考える問題群を考える

近代中国（民国史）研究者と現代中国（中華人民共和国史）研近代中国（民国史）研究者と現代中国（中華人民共和国史）研
究者のユニットによる共同執筆（３冊は単独執筆）究者のユニットによる共同執筆（３冊は単独執筆）
①党と国家，②「中華民族」の虚実，③中国にとって法とは何か，④中央と地方，⑤①党と国家，②「中華民族」の虚実，③中国にとって法とは何か，④中央と地方，⑤
進化する中国の資本主義，⑥中国企業のルネサンス，⑦農村から都市へ，⑧教育進化する中国の資本主義，⑥中国企業のルネサンス，⑦農村から都市へ，⑧教育
は不平等を克服できるか，⑨大河失調，⑩高まる生活リスク，⑪軍隊と安全保障，⑫は不平等を克服できるか，⑨大河失調，⑩高まる生活リスク，⑪軍隊と安全保障，⑫
グローバル中国への道程グローバル中国への道程

歴史研究と現状分析の協業歴史研究と現状分析の協業

China ProperChina Properに限定しないプラットホームの構築に限定しないプラットホームの構築 （（cf.cf.中国専中国専

門家間の対話）門家間の対話）

中国語の位置づけ中国語の位置づけ

現代中国研究現代中国研究
大阪大学大学院高度副プログラム大阪大学大学院高度副プログラム
20102010年年44月開講（オムニバス講義）月開講（オムニバス講義）

21世紀の中国と東アジア
文化：越境と相互浸透 ［青野繁治］
民族：エスニシティの境界と可塑性 ［木

村自］
社会：生態系をめぐる文化政治 ［思沁

夫］
環境：人間の安全保障と持続的発展

［三好恵真子］
国際関係：構造と秩序 ［山田康博］
経済：生産・交換と再編 ［許衛東］

外交：台湾問題をめぐる対立と協調（日
米中を中心に） ［高橋慶吉］
安全保障：核とミサイル ［竹内俊隆］

20世紀中国の射程
伝統と近代 ［片山剛］
中国の自画像，東アジアの中

国像 ［堤一昭］
ポスト革命時代の歴史叙述

［田中仁］
法治主義発展史における中国

［高田篤］
周縁における中国性（華人ア

イデンティティ） ［宮原曉］

② 学術的対話の主要テーマは何か?  <私案>
20世紀中国と今日の東アジア（從20世紀中國視角看今日東亞與日本）

③③ 我々の対話をどのような学術的成果として収斂しうるのか我々の対話をどのような学術的成果として収斂しうるのか??
（（……論文集に有機的構成＝内実を付与することは可能か）論文集に有機的構成＝内実を付与することは可能か）

大阪25，天津16，東華8 【資料Ⅲ】

第一に、第一に、100100年中国の時間と空間を共通のプラットフォームとして、政治的イデオロギー的年中国の時間と空間を共通のプラットフォームとして、政治的イデオロギー的

空間の変動と社会経済的空間の変容過程を歴史内在的に分析する成果があった。空間の変動と社会経済的空間の変容過程を歴史内在的に分析する成果があった。

第二に、第二に、100100年中国のグローバリゼーションとの相互浸透性について、内部化した国際的年中国のグローバリゼーションとの相互浸透性について、内部化した国際的

条件の分析に成果があった。条件の分析に成果があった。

第三に、第三に、2020世紀中国政治社会の境界線を超えて、グローバルな、また東アジア（東北アジ世紀中国政治社会の境界線を超えて、グローバルな、また東アジア（東北アジ

ア、東南アジア）のレベルから中国を再認識する成果があった。ア、東南アジア）のレベルから中国を再認識する成果があった。

第三回「現代“中国”の社会変容と東アジアの新環境」国際シンポジウム【概要】

西村成雄（閉幕式） 【資料Ⅱ】

http://www.law.osaka-u.ac.jp/~c-forum/box3/osaka-seminar3.htm

科研プロジェクト【【独創性独創性】】
グローバルイシューとローカルイシューの相互規定性グローバルイシューとローカルイシューの相互規定性 ⇔⇔ 「中国」地域理解をめぐる五層「中国」地域理解をめぐる五層

――――国民国家内地域社会，国民国家，サブ・リージョン，国民国家結合（リージョン），グロ国民国家内地域社会，国民国家，サブ・リージョン，国民国家結合（リージョン），グロ
ーバルーバル――――の水平的垂直的編成の構図の水平的垂直的編成の構図
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【資料Ⅰ】第三回「現代“中国”の社会変容と東アジアの新環境」国際シンポジウム【概要】 
趣旨説明（田中仁） 
http://www.law.osaka-u.ac.jp/~c-forum/box3/osaka-seminar3.htm 

「現代“中国”の社会変容と東アジアの新環境」国際シンポジ
ウムは，大阪大学中国文化フォーラムが，天津・南開大学
歴史学院，台湾・東華大学歴史学系とともに，2007年 8月
に天津で第一回を，2008年 8月に台湾花蓮で第二回を開催
し，今回の第三回の開催をもってひと巡りとなります。こ
の三校による国際シンポジウムには，以下の四つの特色が
あるように思われます。 
第一に，大阪大学中国文化フォーラムは，大阪大学におい
て中国地域研究を専攻する学部生・大学院生と，教員およ
び卒業後他大学や研究機関で研究活動に従事している方々
との有機的連携を実現することによって，地域研究の一環
としての現代中国研究の活性化とその深化を図ることを目
的とする部局横断的なプラットホームです。私たちは，中
国地域研究あるいは現代中国研究を共通項とする多領域
（マルチ・ディシプリン）の混成チームであり，そのことを
意識しながら大阪大学らしい中国研究を具体化できないか
と考えました。この国際シンポジウムのテーマ「現代“中国”
の社会変容と東アジアの新環境」は，今日の中国と東アジ
アという課題を設定することによって，私たちが中国およ
び台湾の歴史学者と学術的な対話を行うことができるので
はないかと考えたものです。 
第二に，21世紀東アジアは地球上で最もダイナミックな展
開を遂げている地域であり，経済・政治・社会などすべて
の領域で大きな変容を遂げつつあります。その一方で，こ
の地域は，経済格差や政治的分断など他地域とは異なる深
刻な課題を抱えております。このような現実をふまえたと
き，学校間交流という国際交流のスタイルは，東アジア内
部の各地域の交流を推進し実体化するための一つの有効な
手立てなのではないかと考えました。 
第三に，一昨年，昨年同様，今回も会議用語を中国語とし
て開催いたします。日本で開催される国際シンポジウムは，
通常，英語か日本語で行われるものだと思います。私たち
のチームの課題が現代中国地域研究であること，あるいは
「中国」が研究の対象であるということのみならず，中国地
域研究に関わる圧倒的多数の学術的成果もまた中国語で産
出されるという事実を想起すれば，大阪で開催するこのシ
ンポジウムもまた，中国語で行う意味があると判断いたし
ました。同時にこのことには，二つの含意をふくんでいま
す。すなわち，私たちのチームが多領域の混成チームであ
って中国語を研究言語としない仲間を有しており，当然，
会議で中国語コミュニケーションを成立させるための工夫
を要すること，同時に，そのような工夫を行う条件を私た
ちは有しているということであります。2007 年 10 月に大
阪大学は大阪外国語大学と統合しましたが，この「条件」
とは，統合後の大阪大学が大阪外国語大学から継承した貴
重な資産にほかなりません。 
第四に，大学院生やポストドクターなど若い研究者の交流
の機会を提供するということであります。一昨年の天津で
は日中の大学院生らの報告の機会をもち，また昨年の花蓮
では日本側若手研究者によるセッションを設定しました。
今回は，中国から 6人，日本側は 7人が報告を行います。
中国側報告者には『大阪大学中国文化フォーラム・ディス
カッションペーパー』への寄稿をお願いし，また日本側報
告者は 2011年 3月に中国で刊行する論文集への寄稿のため
の公募に応じていただいた方々です。 
今回の国際シンポジウムは，来年度末（2011年 3月）に三
校が中国で刊行する論文集に収める論文をもちよるかたち
で開催します。この三校による国際シンポジウムが，今後
さらに大きな実を結ぶよう，みなさまのご支援とご助力を
お願いいたします。（田中仁） 

《现代中国的社会变动与东亚新格局》国际研讨会是大阪大学
中国文化论坛与天津南开大学历史学院、台湾东华大学历史
系共同于 2007 年 8 月在天津首次召开,并于 2008 年 8 月在台
湾花莲第二次召开,这是第三次在大阪轮流召开。这三所大学
共同举办的国际研讨会,我认为有以下四个特点。 
 
 
第一,大阪大学中国文化论坛,实现了大阪大学中国地域研究
专业的本科生、研究生、教员以及毕业后在其他大学或研究
机构从事研究活动的研究员的有机结合。作为地域研究的一
环,以实现当代中国研究的灵活性与深度为目的的校内跨专
业的平台。我们组成了中国地域研究和当代中国研究为共通
点的多领域(Multi-Disciplinary)混合团队。并以此为目标,建成
有大阪大学特色的中国研究体系。此国际研讨会的课题--《现
代中国的社会变动与东亚新格局》是根据当今中国与东亚之
间的课题,构建我们与中国以及台湾的历史学者进行学术对
话的平台。 
 
 
 
 
第二,21 世纪的东亚是世界上发展、变化最快的区域,经济、
政治、社会等全方位的领域都发生着巨大的变化。与此同时,
在这一区域, 与其他区域不同，还存在着贫富差距、政治隔
阂等深刻的问题。在认识到这种现实情况的同时,学校间的交
流--这种国际交流形式,我认为在东亚内部各地区大学间推
行,是一种行之有效的方式。 
 
 
第三,与前年,去年一样,这次会议在召开时,以中文为会议讨论
语言。在日本召开的国际研讨会通常以英语或者日语为会议
讨论语言。我们团队的研究课题不仅仅是现代中国地方研究,
或者以“中国”为对象,与中国地域研究有关的绝大多数学术
成果都是以中文的形式产生的。结合这一事实,在大阪召开的
国际研讨会以中文为会议讨论语言自有它的意义。同时,还有
两层含义。即,我们的团队是多研究领域的混合团队,有并不精
通中文的伙伴,当然,在会议中对用中文进行交流还需要努力。
同时,我们也有条件解决这一问题。2007 年 10 月大阪大学与
大阪外国语大学合并,这种“条件”是,合并后的大阪大学从大
阪外国语大学那里继承下来的重要资产。 
 
 
 
 
 
 
第四,这一研讨会也为研究生及博士后等年轻学者的交流提
供了机会。前年在天津,中日的研究生都得到了报告的机会,
去年在花莲,提供了与日本年轻学者的对话机会。今年研讨会
中,有中国 6 人、日本 7 人的青年学者的报告。中国青年学者
的报告是以后作为《大阪大学中国文化论坛 Discussion Paper》
的论文在网上发表，而日本的青年报告者也答应对 2011 年 3
月在中国出版的论文集的征稿进行应招。 
 
 
这次的国际研讨会,是三校以明年度末(2011 年 3 月)在中国出
版的论文集为目的召开的。这三校联合举办的国际研讨会,
为今后能结出丰硕的研究成果,还期待着大家的支持与帮助。
(田中仁；高洋译) 
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【資料Ⅱ】 閉幕式（西村成雄） 

第 3回大阪国際シンポジウムでは、3共通論題で 12人の報
告とディスカッサント 3人の評論があり、9分科会で 36人
の報告とそれぞれにコメンテーターが評論した。もちろん、
討論に参加されたメンバーによる多角的な議論を含め、合
計 51人の大会報告がなされた。共通論題と分科会のテーマ
設定については、実に多様な視点からの興味深い論点が提
起された。 
今回のシンポジウムの特徴をあえて一言でいうとすれば、
「グローバル下 100 年中国の再認識」とでもいいうるもの
で、中国と観念される境界域を超えて、国際的視圏のもと
で中国を内在的に再定義しようとする志向性をもってい
た。しかも、それは具体的な成果として提示されたといえ
よう。くわしくはそれぞれの論考に依っていただきたいが、
ここでは簡単に三つの成果として確認させていただきた
い。 
第一に、100 年中国の時間と空間を共通のプラットフォー
ムとして、政治的イデオロギー的空間の変動と社会経済的
空間の変容過程を歴史内在的に分析する成果があった。こ
こには、広くいえば、国家と社会の分析視角の新たな段階
が示されており、国家による社会の総括課程のみならず、
社会の側からの国家や権力への関与という相互に浸透しあ
う関係性を具体的な時空間で、実証的に再定義するもので
あった。もちろん、政治権力としての国家そのものも固有
の時空間性をもち、社会そのものも固有の時空間性をもつ
とともに、その交錯しあう場の分析の必要性という理解が
前提となっていた。 
この点にかかわって、たとえば政治的支配の正統性
（legitimacy）問題をとりあげるとすれば、権力の側の提示
した正統性原理を、社会の側がどれほどの広がりと深度に
おいて同意しえているのかが分析課題となるだろう。その
ためには、被治者の側が同意を表明しうる政治的委任＝代
表の関係性をどう制度化しえているのかが問われることに
なる。あきらかに、正統性問題は、国家と社会の関係性が
相互に切り結ぶ政治空間となる。 
しかし同時に、こうした政治的委任＝代表という関係性の
あり方を、100 年中国の場に置くとすれば、必ずしもその
政治制度化に成功したわけではないことがあきらかとな
る。逆にいえば、欧米のような周期的選挙制度の導入によ
る支配の正統性の再生産のみが、委任＝代表関係性を担保
するのではなく、それは直接的委任の制度化であり、他に
も間接的委任や非委任的「委任」という潜在的ルールとし
ての「制度」もありうることを予測する必要がある。つま
り、選挙制度による委任は、近代欧米の政治的民主主義の
ひとつのパターンであり、そのグローバリゼーションのも
とで導入移植を迫られた 20世紀中国社会にあっては、むし
ろ士大夫身分がアプリオリに政治的に「委任」されている
とするか、あるいは「輿論」を背景とした「委任」の正統
性を主張するような、国家と社会の共有するイデオロギー
が現実には機能することもあった。 
20 世紀中国社会において選挙制度も導入され、制度化さ
れ、運用されてしだいに定着しているにせよ、「人民の敵を
打倒したことで人民が支持し、擁護している」と権力の側
が判断することで、自らの支配の正統性が担保されるとす
る論理が一般的政治的基盤を構成してきた。ここに、革命
による国家権力掌握が正統性をもつとする根拠があり、革
命を担った政治勢力（20世紀中国にあっては、武装した革
命政党としてあらわれた）による政治統治権力の正統性根
拠もここにある。国家権力としての正統性（権威）と統治
権力としての正統性（権力）は密接不可分な一体性をもっ
て社会にたちあらわれる。とくに、1925年以降の中国政治
空間の主流的制度化は、党による国家と政府の創出という
「党国体制」と呼ばれる政治制度化が展開したことになる。
100 年中国をこうした「革命パラダイム」として把握する

第三届大阪国际研讨会,在 3 个共通论题的报告会中有 12 名
学者的报告和 3 位评论人的评论,在 9 个分科会中有 36 名学
者的报告和针对各个报告的点评。同时,参加讨论的各位成员
也都提出了多层次多角度的意见。本次研讨会中共有 51 位学
者做了报告。各位与会专家还就共通论题与各分科会所设定
的论题,从多种视角提出了许多极有深度和意义的观点。 
 
关于本次国际研讨会的特点，如果用一句话来概括的话,可以
说成是“重新认识在全球化背景下的百年中国的成果”。并且
可以说，它不但超越了在原有观念上对中国的认识,还蕴含了
从国际性的角度上,对中国进行内在性的再定义的指向性。并
且，我们还可以说本次会议已经向我们展现了其具体成果。
具体研究内容我希望各位参考各篇论文,在这里我想简单的
确认以下三项成果。 
 
第一, 本次会议中展现了，通过进行历史性的内在分析, 对作
为百年中国在时间和空间上的共通平台,在政治意识形态空
间上的变动，和社会经济空间的变化过程的研究成果。从广
义上说,这些揭示了对国家与社会分析视角的新阶段。这不仅
包括了根据国家对社会进行总括的过程,还包含了从社会的
角度，参与国家和政府权力的相互渗透的过程。本次会议正
是对这种相互渗透的关系进行了具体的时空间上的,通过实
证分析的重新定义。当然,作为政治权力的国家有着固有的时
空间性,这与社会固有的时空间性相同。我们有必要对在这两
种固有时空间性相互交错的情况进行分析。而本次会议的讨
论正好就是以这种理解为前提进行的。 
与此相关,如果我们要研究政治统治的合法性（legitimacy）问
题,则有必要分析掌权方所提示的合法性原理,在社会上被接
收的广度和深度。正因为如此,作为授权者的政治委任与作为
受权者的政治代表之间的关系，即政治委任＝代表关系性制
度化的问题也是十分重要的。很明显,合法性问题是国家与社
会的关系相互交锋的政治空间问题。 
 
 
但是同时,这样的政治委任＝代表关系的存在方式,放在百年
中国的角度来观察,则可以明显指出如此的政治制度化未必
已经取得了成功。相反,如欧美各国那样依据导入周期性的选
举制度，而得到统治合法性的再生产,并不是唯一一种保证委
任＝代表关系性的方法。那只是直接委任方式的制度化。我
们有必要预测还有其他的间接委任、或非委任的“委任”等潜
在规则作为“制度”存在的可能性。也就是说,依据选举制度的
委任是近代欧美的政治民主主义的一个方式,在全球化的背
景下,被迫导入并移植其进来的 20 世纪的中国社会，则是一
些人以其士大夫身份来演绎先天性的政治“委任”,或是以“舆
论”为背景主张受到政治“委任”的合法性。如此国家和社会共
有的思想意识形态在现实中发挥作用的情况也是存在的。 
 
 
 
即使我们可以看到 20 世纪的中国已经导入,并制度化地开始
运用选举制度，并且已经使其有了较为稳固的地位,但掌权方
却认为“因为打倒了人民的敌人，所以得到了人民的支持和拥
护”,这也就保证了自己统治的合法性,而这也构成了其普遍政
治基础。在这里,有通过革命掌握国家权力的合法性的根据,
也有通过担负革命的政治势力(在 20 世纪的中国,表现为有武
装的革命政党)获得政治统治权力的合法性的根据。作为国家
权力的合法性（权威）和作为统治权力的合法性（权力）在
社会中表现为密不可分，具有一体性。特别是，1925 年以后
中国政治空间中作为主流的被制度化的就是，被称为由党创
建国家和政府的“党国体制”政治制度化得到广泛的展开。把
百年中国用这种“革命范式”来理解的方法，同时也是“民族主
义范式”。但是在今天，我们可以说此种思维方式本身正面对
要被重新审视的命运。 
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とらえ方は、同時に「ナショナリズム・パラダイム」でも
あり、今日その認識の枠組み自体が問いなおされていると
いえるだろう。 
このような政治制度の経路依存性は、強固な社会的基盤を
前提として形成されており、この岩盤をどれほどの硬さと
広がりをもったものとして再認識するかが、21世紀の今日
にあって中国社会を内在的に再定義するひとつの「支点」
となるだろう。 
第二に、100 年中国のグローバリゼーションとの相互浸透
性について、内部化した国際的条件の分析にも成果があっ
たといえよう。単純化していうとすれば、19 世紀から 20
世紀の中国社会は、近代化（モダナイゼーション）あるい
はグローバリゼーションのなかで、中国自身の近代性（モ
ダニティ）あるいはグローバリティーを創出してきた。そ
もそも外部性としてあった近代化あるいは列強の圧力は、
中国の内部性へと選択的に転化し、内面化され内部化され
た国際的条件として機能してきた。 
同じく政治的支配の正統性問題としてとらえるなら、それ
は 100 年中国の支配の正統性の国際的資源として位置づけ
ることができる。つまり、国民国家としての対外的正統性
を確保しつつ、国際的な場における国家的利益の最大化を
はかる手段として、また、国内的正統性を強化する手段と
して機能してきた。たしかに、国民国家体系の中で二国間
不平等性や多国間不平等性のもとに置かれてきた 20 世紀
中国は、従来、「半植民地」規定で語られてきたが、すでに
その認識段階は過去のものとなり、従属的ではあるが、ど
のような自律性をもって自立性を確保し、その国際的地位
を築いてきたのかを再定義すべき段階に到達しつつある。
中国を含むさまざまなアーカイヴでの資料公開は、第一の
課題ともかかわって新たな知見を加えつつあり、このシン
ポジウムも如実にその新たな潮流を反映している。 
おそらく、対外関係性の内部化過程は、経済領域で最も典
型的にあらわれるが、政治領域でも、1945年前後の国際政
治変動の内部化過程がその典型であった。1945年 2月段階
のヤルタ体制のもとで、中華民国はアメリカとソ連の戦後
国際関係構想に組みこまれ、8月には「中ソ友好同盟条約」
を締結し、そのことによって「満洲国接収」の権限を国際
的に認知されその接収の正統性を獲得した。ところが、同
時に、ほとんどその政策は米ソの従属関数化し、45 年 11
月には対ソ関係のなかで東北接収を放棄せざるをえない事
態をむかえ、12月のアメリカの調停と支援のなかでようや
く接収に入ることができた状況になった。この経緯をみる
限り、戦後の米ソ中という三国国際関係が内部化すること
で、アメリカと国民党国民政府、ソ連と中国共産党という
「四方関係」を生みだし、国共内戦という国内問題へと移行
した。国民党国民政府はひとたび国際的正統性を得たが、
改めて国内的正統性の確保に対応せざるをえなくなった。
その国内問題化過程で中国東北地域性そのものへの国共の
政策対応には差異があり、この第 5 番目の東北要因がその
後の東北地域に対する支配の正統性を中国共産党側に与え
る結果をもたらした。たとえば、この時期の内部化された
国際的条件は、「三国五方関係」として再認識する必要があ
るだろう。また、域内少数民族問題の国際問題化という問
題群も、こうした歴史的展望の中に再定置する必要がある
と思われる。 
第三は、20世紀中国政治社会の境界線を超えて、グローバ
ルな、また東アジア（東北アジア、東南アジア）のレベル
から中国を再認識する成果があった。近代国民国家システ
ムのもとで、中国という場で、どのように自らを国民国家
として凝集させるのかという政治的課題は、20世紀中国社
会そのものの一貫したアイデンティティを基盤としてい
た。 
この過程には二つの側面があり、ひとつは国民国家形成願
望としての「救国論（その意味は、既存の国を救うのでは
なく、創出する課題として意識された）」と、もうひとつは

 
 
 
这种政治制度的路径依赖性，是以坚固的社会基础为前提而
形成的。是否对于作为此制度基础的板块所具有的硬度和广
度进行重新确认，则将成为对当今 21 世纪的中国社会通过内
部观点来进行重新定义的一个“支点（fulcrum）” 
 
第二，同时我们还可以说，关于百年中国的与全球化之间的
相互渗透之问题，也已经在有了基于内部化的国际条件进行
分析的研究成果。简单来说，从 19 世纪到 20 世纪的中国社
会，在近代化（modernization）或者全球化（globalization）
的进程中，创造出了有中国特色的近代性（modernity）或者
国际性（globality）。本来作为外部性的近代化或者列强的压
力，使中国选择了向内部性转化。而这些也使它们作为被内
面化、内部化了的国际条件作出了贡献。 
 
与此相同，作为政治统治的合法性问题也能够被定位为百年
中国的统治的合法性的国际资源。即其在确保了作为国民国
家的对外合法性的同时，还作为为了在国际上最大地保障国
家利益的方法，并作为强化在国内统治的合法性的方法方面
也发挥着作用。确实，处于在国民国家体系中的两国间不平
等性和多国间不平等性情况下的 20 世纪的中国，以往都用
“半殖民地范式”来加以说明。可是，这种认识阶段已经成为
过去。现在已经达到了应该重新定义中国与列强之间的关系
虽然是从属关系，但是如何在有自律性的基础上确保自立性，
并构筑其国际地位的阶段。包括中国在内的各种档案资料的
公开，与第一点相关联，已经取得了一些有新见解的成果，
而本次国际研讨会上也确切地反映了这种新潮流。 
 
 
恐怕对外关系性的内部化过程，在经济领域中的展现最为典
型。但是在政治领域中，1945 年前后的国际政治变动中的内
部化过程也是其典型之一。基于 1945 年 2 月时的雅尔塔体制
中，中华民国被编入美国和苏联的战后国际关系构想之中，8
月，缔结了《中苏友好同盟条约》。通过这一举措，“接收满
洲国”的权限也得到了国际上的认可，从而获得了接收的合法
性。然而，这一政策的绝大部分成为从属于美苏的关系，在
1945 年 11 月，由于对苏关系的问题，出现了不得不放弃接
收东北的情况。同年 12 月，在美国的调停和援助下终于进入
可以开展接收工作的状态。通过观察此过程，由于战后美苏
中这三国的关系内部化，而产生了美国和中国国民党、苏联
和中国共产党，这样的“四方关系”，最终发展为国共内战的
国内问题。国民党国民政府虽然一时获得了国际上的合法性，
却不得不面对需要重新确保其统治的国内合法性的情况。在
此问题国内化的过程中，对于中国东北地区社会的各种政策，
国共两党在政策上存在着差异。中国东北地区社会自己的自
律性主动地选择了国共两党政策哪个是妥当的。这第 5 点的
东北因素也正导致了把对东北地区统治的合法性交到中国共
产党手上的结果。对这一时期被内部化了的国际条件，有作
为“三国五方关系”进行重新认识的必要。另外、我们还认为
有必要对地区内少数民族问题的国际问题化这一问题组，在
此种历史展望中进行重新定位。 
 
 
第三，本次会议上还有了超越 20 世纪中国政治社会的界限，
从全球或东亚（东北亚和东南亚）的层次对中国进行重新分
析的成果。基于近代国民国家体系，在中国，中国本身是如
何作为国民国家而凝聚起来的这一政治课题，则是以 20 世纪
中国社会中一贯保有的民族认同意识为基础的。 
 
 
这一过程有两个侧面，一个是作为形成国民国家的愿望的“救
国论（其意思被认为不仅仅是救助现存的国家，还包括了创
造新国家的使命）”，而另一个则是作为复兴 20 世纪中华民
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その国民を構成する 20 世紀中華民族の復興願望としての
「救亡論（その意味は、民族が滅びるのを救うのではなく、
20 世紀中華民族を創出する課題として意識された）」にあ
った。前者は、政治的境界線の内と外を明示的に区別する
とともに、その境域内の均質的支配の浸透力を極大化する
ところに特徴があった。これに対し、後者は、むしろ国民
国家の境界を超える方向性を示し開かれた側面が意識され
てきた。もちろん、国民国家としての凝集力が高まると、
その存在の国際的関係性が強化され、グローバルかつ周辺
諸国、諸地域との経済的社会的、政治的相互依存性を増大
することに利益をみいだす傾向を示す。その反対に矛盾を
激化させる可能性も排除できないことも、20世紀史は示し
てきた。 
しかし、20世紀の第４四半期、中国はその経済的政治的存
在感を高めるなかで、「平和的抬頭」を主張してきた。それ
を支えたのは、周辺諸国、諸地域との経済的相互依存性の
増大にあったといえよう。この経済的関係性の相互依存的
特質が、現在の中国政治を規定しており、たとえばアセア
ンとのさまざまな経済協力関係の国際制度化とその運用の
なかから得られた対外的経済矛盾の経済的解決能力を高め
てきたことはあきらかであろう。今日の視圏からみて、100
年中国をグローバルな、また東アジアという地域経済社会
のレベルに再定置し、再定義しなおす必要性がますます増
大している。今回のシンポジウムは、その個別実証研究を
通底するひとつの重要な視点として、何らかの東アジア共
同体形成にむけた歴史的基盤を、現状分析も含めて解明し
たことになったと考えられる。 
このようにみてくると、100 年中国の再認識とその総合的
理解の必要性は、単にそれぞれの国や地域の問題にとどま
らず、少なくとも東アジア世界の構成員による相互認識を
より深く共有する課題と結びつくことになろう。そのひと
つの試みとして、100 年中国再認識の分析課題として、第
一に狭隘な民族主義的歴史理解からの脱却、第二にすべて
を国民国家のレベルに回収する歴史理解からの脱却、第三
に政治共同体の革命と近代化過程を対立的にとらえる歴史
理解からの脱却の必要性を提示しておきたい。 

＊         ＊       ＊ 
第 3 回大阪シンポジウムを周到に準備いただき、大会を成
功に導いてくださった大阪大学関係者、とくに事務局を御
担当いただき翻訳や通訳に御尽力いただいた若き世代の研
究者諸兄姉に、心からの感謝と御礼を申しあげます。あわ
せて、第 4回シンポジウムの開催校に敬意を表します。（西
村成雄） 

族的愿望的“救亡论(其意思被认为是不仅仅救助民族的危
亡，还要创造出 20 世纪的中华民族) ”。前者具有在明确区别
政治界线的内与外的同时，把在各自范围内进行均等统治的
渗透力最大化的特征。与其相比，后者却一直意识着显示出
超越国民国家界限的方向性的侧面。当然，这还展示了如果
作为国民国家的凝聚力得到提高，其中存在的国际关系性也
将得到强化，而与全球、特别是周边国家地区的经济、社会、
政治上的相互依赖性也会得到增强，在此过程中也能获得利
益的倾向。相反，20 世纪的历史还显示了这一过程也不能排
除矛盾被激化的可能性。 
 
 
 
但是，20 世纪的最后 25 年，中国伴随着经济政治实力的增
长，不断主张“和平崛起”的重要性。可以说支持此种说法的，
正是与周边国家、地区在经济上的相互依赖性不断增大的结
果。而这种经济关系上相互依赖的特质，也规定了当今的中
国政治。例如，与东盟的各种经济互助关系被国际制度化、
与在其运用过程中获得的对外经济矛盾的经济解决能力的提
高是非常明显的。从今天的视角来看，在全球化，在东亚这
样的地区经济社会层次上对百年中国进行重新定位，重新定
义的必要性也逐渐增大。我以为，本次国际研讨会作为以贯
彻对其进行实证研究为基础的一个重要视点，面对形成某种
形式东亚共同体的历史根源，解读了包括现状分析在内的中
国社会各种条件。 
 
 
如此看来，重新认识百年中国和对其进行综合理解的必要性，
并不只是各个国家或地区的问题，而是可以与深入了解构成
东亚世界的成员之间相互认识的课题相结合的问题。作为重
新认识百年中国的分析课题，向我们提示了以下三点的必要
性。第一是要从狭隘的民族主义的历史理解中脱离出来，第
二是要把从所有基于国民国家层次的历史理解中脱离出来，
第三是要从把政治共同体的革命和近代化进程视为对立的历
史理解中脱离出来。 
 
＊         ＊       ＊ 
对第三届大阪国际研讨会进行周到的准备，使本次会议能够
成功举办的大阪大学的各位会务人员，特别是对在事务局负
责具体工作的、还有担任笔译和口译工作的各位年轻学者们，
表示衷心的感谢。同时，我也要对在明年将要承办第四次国
际研讨会的举办单位河北师范大学表示诚挚的敬意。（西村成
雄；高洋、王雪萍译）  

 

【資料Ⅲ】 

《現代中國社會變動與東亞新格局》（仮題，2011.3 刊行予定） 
所収予定論文一覧 

▲は大阪会議でのタイトル 
◎ディスカッションペーパー（日本語訳） 

【大阪大学・中国文化フォーラム】 

1 秋田茂：1930-50 年代的亚洲国际经济秩序与大英帝国
及英镑集团（1930-50年代のアジア国際経済秩序とイ
ギリス帝国・スターリング圏） 

2 青野繁治：对于西洋和日本摇滚乐的中国冲击波（欧米
および日本のロックに見るチャイナインパクト） 

3 大谷順子：从四川大地震透视现代中国（四川大地震に
見る現代中国） 

4 片山剛：拥有土地自然的重层结构：单位村域的领域及
单位农田的领域（自然の領有における階層構造：字の
世界と一筆耕地の世界）▲ 

5 許衛東：中國內陸地區的經濟發展與日企的投資動向
（中国内陸部の開発と日系企業）▲ 

6 田中仁：中日战争前期的华北农村与中国共产党：河北
省涞源县的“800日”（ 日中戦争前期における華北農
村と中国共産党：河北省淶源県の「800日」） 

7 堤一昭：中国的自我观与日本的中国观：追寻历史变迁
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中的转折期（中国の自画像と日本の中国像：歴史的変
遷の画期を求めて） 

8 宮原曉：关于现代以后的文化创造的途径和渊源：从
Chinese-Filipino到 Diasporic Filipino-Chinese（デ
ィアスポリック・チャイニーズと文化の創造：「中国
系フィリピン人」の再移民をめぐって）▲ 

9 三好恵真子：如何构建中国食品的风险沟通：以中国速
冻饺子中毒事件为例考察食品安全性及对消费者安心
感和信任感的影响（中国食品を巡るリスクコミュニケ
ーションの構築を目指して：中国製冷凍ギョーザ中毒
事件を通じての食の安全と消費者の安心・信頼の検
証） 

10 山田康博：东亚安全保障环境的改观和中国、美国、日
本（東アジアにおける安全保障環境の変容と中国・ア
メリカ・日本） 

11 大坪慶之：垂帘听政时期，清朝中央決策过程中的召见、
上奏、廷议（垂簾聴政期、清朝中央の政策決定過程に
おける召見・上奏・廷議） 

12 西村成雄：民国政治与合法性转机：国民参政会历史再
定位（民国政治の正統性問題：国民参政会の新経路） 

13 上田貴子：东北亚关于中国移民迁出的变迁 1860-1945
（東北アジアにおける中国人移動の変遷 1860-1945） 

14 加藤弘之：试从文化论角度解释中国经济制度：论“包”
的伦理规范（中国の経済制度の文化論的解釈：[包]の
倫理規律に焦点を当てて） 

15 日野みどり：现代中国高学历人群职业观形成的考察：
以有无实际工作经验为着眼点（現代中国高学歴層の職
業観形成に関する一考察：実務経験の有無に着目し
て） 

16 五島文雄：中国的崛起与印度支那三国（中国の台頭と
インドシナ三国） 

17 周太平：1920 年代的郭道甫及呼伦贝尔青年党暴动试
谈（1920年代の郭道甫：1928年「フルンブイル青年
党暴動」試論） 

18 丸田孝志：内战时期冀鲁豫区的群众动员和政治等级
（内戦期における冀魯豫区の大衆動員と政治等級） 

19 川井伸一：中国的企业统治的历史性质（中国における
会社支配の歴史的検討） 

20 金晶：试论作家章克标的文艺思想（試論：作家章克標
の文芸思想） 

21 坂井田夕起子：中国人俘虏殉难者遗骨送还运动与仏教
徒：1950 年代日中佛教交流的开端（中国人俘虜殉難
者遺骨送還運動と仏教者たち：1950 年代の日中仏教
交流をめぐって） 

22 櫻田涼子：从房屋到家：马来西亚华人对廉价屋的家居
改造及日常实践（住宅から家へ：低価格住宅における
マレーシア華人の住宅改造と日常実践） 

23 島田美和：顾颉刚的“疆域”概念 （顧頡剛の「疆域」
概念） 

24 田中剛：論蒙疆政權時期日英圍繞羊毛交易控制權的對
抗關係（「蒙疆政権」の羊毛統制をめぐる日英対立）
▲ 

25 黄蘊：马来西亚华人民间教派的发展:试论几个不同之
发展路向（マレーシアにおける華人民間教派の現在:
いくつかの展開方向） 

【南開大学・歴史学院】   

1 江沛：港口、铁路与近代青岛城市变动：1898-1937（港
湾、鉄道と青島の都市変動 1898-1937）▲ 

2 张同乐：抗日战争时期河北沦陷区联庄会研究（抗日戦
争時期の河北省淪陥区における聯荘会の研究）▲ 

3 王宏斌：日本对华北的鸦片统制政策再研究（華北アヘ
ン統制政策再研究）▲ 

4 赵永东：中国研究生培养模式“本科化”成因探析（中

国大学院生養成モデルにおける「専門化」要因につい
て）◎ 

5 王先明：关于近代中国“半封建”问题的辨析（近代中
国の「半封建」問題について）▲ 

6 李金铮：向“新革命史”转型：国家与社会视野下的中
共革命史研究（「新革命史」への転換：国家-社会関係
と中共革命史研究）▲ 

7 李少兵：教育救济：1900-1937年京津善堂的慈善转型
（教育救済：1900-1937年北京・天津地区における善
堂の変容）▲ 

8 张思：集体化时代的乡村社会流动：一个华北村庄的个
案研究（集団化時期における中国農村の社会流動性：
華北の一村落についての事例研究）▲ 

9 高艳林：《大明律》对朝鲜王朝法律制度的影响（「大明
律」の朝鮮王朝法律制度への影響）▲ 

10 刘晖：铁路与河南省经济的近代转型：以植棉业为例（鉄
道と河南省経済の近代化：綿業を例として）▲ 

11 郭海成：陇海铁路与近代西安城市变动（隴海鉄道と近
代西安の都市変動）▲ 

12 耿科研：近代天津买办阶层的社会形象与自我认知（近
代天津買弁階層の社会イメージと自己認識）◎ 

13 李屿洪：建国以后中国农村现代教育的发展：以河北省
昌黎县侯家营村为个案（建国以降農村教育の発展：河
北省昌黎県侯家営を中心に）▲ 

14 邹灿：政治宣传画与当代中国政治社会化：以“大跃进”
时期为个案（政治ポスターと現代中国政治の社会化過
程：「大躍進」時期を例として）▲ 

15 李军全：草根文化的政治化：华北抗日根据地内的春节
文娱 1937－1949（グラスルーツ文化の政治化：華北
抗日根拠地にける春節の娯楽 1937-1949）◎ 

16 張楓：近代济南的地区工业化与地方企业家：以纺织工
业为例（戦前期済南地方紡績企業の成立と展開：魯
豊・成通・仁豊紡績を中心に）▲ 

【東華大学】 

1 許育銘：戰後台琉關係再建的過程：以 1957年前後為
中心（戦後台湾・琉球関係の再建過程：1957 年前後
を中心に）◎ 

2 陳鴻圖：戰後東台灣地方志中的族群紀錄（戦後東台湾
地方誌のエスニック・グループ記録）▲ 

3 陳進金：抗戰前中央與地方關係的檢討：以蔣介石和地
方軍人的態度為中心（抗戦前の中央･地方関係の検
討：蒋介石と地方軍人の態度を中心に）▲ 

4 蔣竹山：1930 年代的东亚人参史：以今村鞆的人参史
为例的探讨（1930 年代東アジアの人参史：今村柄の
人参史を事例とする検討）▲ 

5 柯惠鈴：精神動員：抗戰初期前線婦女的工作與宣傳（精
神動員：抗戦初期における戦場の女性とプロパガン
ダ）▲ 

6 蘇瑤崇：臺灣省議會與 1980年代政治社會的轉型變化
（1980年代台湾省議会と台湾社会の変化）▲ 

7 張力：中國與 1946年巴黎和會（中国と 1946年パリ
講和会議）▲ 

8 李朝津：廣州國民政府統治下之革命與教育：西南大學
之推動及其夭折（広州国民政府時期の教育と革命：中
山大学の創立と夭折）▲ 
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关于三地学术交流与合作的一些思考（提纲） 

 

中国南开大学历史学院 江沛 

 

一、三地学术交流与合作成绩的回顾： 

    以“现代中国社会变动与东亚新格局”为主题的三地学术交流与合作活动（原称“天花阪会议”），

已经成为中国近现代史学界一个十分具有影响的品牌。我们最初合作时以三地合作促进学术界交流

及研究生培养的基本宗旨是正确的，也获得了十分可观的社会效益、产生了较好的社会反响。 

三地合作已成为新的东亚高教合作的新模式，研究生参与高层次的国际学术交流活动，对于研

究生的学术提升及学术兴趣培养，具有重要的价值。以后台湾东华大学、台大、内大、赣南师院、

河北师大等校的学生加入，将会为下一代学者间的交流及相互启发、增进友谊打下良好的基础。 

三地代表每年提交的论文中，已有不少以多种文字的形式发表。第一届论文集收入了中国学术

期刊网（CNKI）中，产生了较好的学术影响。 

在此会议的推动下，三地代表在学术研究方面增进了交流，加强的了解，扩大的视野，获得了

信任、增进了友谊。 

 

二、三地学术交流与合作的问题： 

日方发言者的语种问题。 

代表论文过于细小的问题。 

代表过多，发言难以控制的问题。 

代表限于语言程度，交流不畅的问题。 

 

三、三地学术交流与合作的展望： 

以三地为核心联盟，继续扩大三地高校中的合作伙伴。 

“核心联盟”的不宜持续扩大。学术主题、合作模式甚至更多问题上的分歧，从而导致合作的

困难。 

以三年为限，持续变换研究新一轮主题，但要在一个相对稳定的范围内变换，避免过于宽泛的

主题展开，从而导致核心成员其主题不相关而失去兴趣。但应该统一届次，坚持下去，形成独特的

品牌学术影响力。 

采取措施解决代表过多的问题。 

在经费允许的情况下，尽可能地将每届论文集公开出版，且以出版中文为宜。 



現代中國研究與東亞的校際交流合作 
發言人：許育銘（東華大學） 

 
一、歷史的回顧 
1. 由人際轉變到校際.。 
2. 由個人擴展到群體。 
3. 由陌生進而到熟悉。 
 
二、學術對話的形式 
1. 地域研究與區域研究的多元吸引：日本的中國地域研究具有獨特的發展過

程，擁有高度的科際整合，研究範圍較大。大陸與台灣合作對象主要為歷史

學門，係以傳統學科中的中國近現代史研究出發，從所屬單位出發，受到一

些局限。然而以大阪大學為中心，進行的學術交流，可以達到以次的目的：

方法理論的認識；研究資訊的傳播；合作計畫的媒合；人力資源的育成。 
2. 從歷史學門的擴展方向有待努力：科際整合是時代潮流，大陸與台灣方面主

要是反映在個人的研究之中，日本則是容易形成整合性團隊。大陸與台灣方

面將來都會走向跨領域整合，應該吸收其它領域的專家參與對話。 
 
三、學術對話的焦點 
1. 傳統國際學術會議的優缺點，主要是欠缺延續。 
2. 學會式的年會性質的優缺點，主要是國情不同。 
3. 折衷式的論壇方式，大區域與小區域，集中在區域研究或地域研究上的地理、

地政範圍的交集。聚焦的方式，主要議題提前設定，但容許自由議題的提出。 
4. 必須兼顧研究生的發表，提供研究生訓練的機會。 
 
四、學術對話的成果 
1. 成果如何展示與傳播，悠關學術影響力，但重要的是在時間的累積。 
2. 鬆散的成員結構如何整合在一個虛擬網路上？個人研究成果與履歷要結合在

一起。 
3. 實體（論文集等）的業績存在的功能性。 
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南开大学中国近现代史研究概况简介 

 

一、南开历史学院简介 

    南开大学成立于 1919 年，历史门创办时即有，历史学系在 1937 年创办于长沙临时大学，

后与西南联大合并成历史学系。1946 年复校后建立独立的历史学系。1951 年高校院系调整，

北大的明清史专家郑天挺教授、清华的世界史专家雷海宗调入南开，此后又有谢国桢、王玉

哲、杨志玖、来新夏、魏宏运、刘泽华、冯尔康等诸名家入系，历史学科从此强盛。现有教

师 88 人，其中教授 40 人。2007 年，南开历史学科被评为国家一级重点学科，下设中国古

代史、中国近现代史、世界史三个国家级重点学科，是教育部“211”、“985”等重大项目的

建设单位。2008 年，在教育部的学科评估中，南开历史学名列全国第二。 

 

二、以中国社会史、文化史为研究方向、以华北地域史为特色的中国近现代史研究 

南开大学的中国近现代史学科是国家重点学科，全国有 6 个。自 1987 年至今，在历次

评比中均当选。本学科原有著名史家魏宏运、来新夏、陈振江等。现有 12 名教师，其中教

授 8 人。 

中国社会史方向有王先明、江沛、李金铮、张思 4 位教授，目前主要从事华北农村社

会史、中国近代交通社会史、中共根据地史、人民公社史等的研究。出版有《抗日战争与中

国社会》、《近代华北区域社会史研究》、《中国近代经济史论集》、《借贷与近代乡村社会》、

《二十世纪三四十年代冀东农村社会调查与研究》、《二十世纪三四十年代太行山区社会调查

与研究》、《20 世纪中国农村社会研究》、《20 世纪前半华北乡村共同体研究》、“中国近代乡

村史研究丛书”、《日伪治安强化运动研究》等著作。出版有《抗日战争时期晋察冀边区财政

经济资料选编》（4 册）、《抗日战争时期晋冀鲁豫边区财政经济史料选编》（2 册）等。即将

出版由本人主编的“中国近代交通社会史丛书”（6 册）。 

在中国思想与文化史方向下，中国思想与文化史方向有李喜所、侯杰、元青、李少兵 4

位教授。以留学生史、报刊史、思想家个案研究等主要方向，出版有《梁启超与中外文化》、

《梁启超传》、《留学生与中外文化》、“留学生与近代中国学术丛书”6 册、《中国近代留英

学生群体研究》、《大公报与近代中国文化》等。设有中国近现代史研究所。 

    此外，本学科还进行中国近现代政党史的研究、中外关系史的研究，主要有刘景泉、江
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沛教授和李永胜副教授。出版有《北洋军阀史》、《北京政府的议会政治研究》、《战国策派思

潮研究》、《毁灭的种子——国民政府时期意识形态管理研究》、《国民党的政治与社会结构之

演变》（下编）、《政党与近现代中国社会》、《近代商约外交研究》等。 

本学科注重对乡村史料的收集及实地调查。1990-1995 年，本学科曾与日本一桥大学等

校合作展开长达五年的“华北乡村调查研究”，在 1930 年代日本满铁调查的基础上进行追踪

访问，资料选编已在日本公开出版。编辑有《华北社会社会调查资料集》，收存有《晋冀鲁

豫根据地史料选》、《侯家营村资料》、《乔还山日记》等珍贵资料。此外，陈振江教授在 1980

年代曾与日本学者佐佐木等人联合进行了有关义和团史的调查与研究，成果在日本出版。 

近年来，本学科与国内及海外合作召开了“梁启超与中外文化”、“近 500 年来中国农

村社会变动”、“现代中国文化研究”、3 届“现代中国社会变动与东亚新格局”等。本学科

主办的第 10 届两岸三地研究生学术会议，也将于 2010 年 9 月初在南开大学举行。 

本学科已确定成立当代中国史教研室，逐渐将当代中国史研究作为新的发展方向。 

 

三、以研究生教育为中心的培养模式 

    本学科招收中国近现代史方向的硕士生、博士生，中国近现代史学科的全部教师均可以

招收硕士生，8 位教授可以招收博士生。由于教育部的扩招政策的影响，目前硕士生、博士

生的招收过多，导致培养质量有所下降。现正在通过对全部博士学位论文实施匿名审查制度

加以严格限制，每年都有博士生因不能毕业而被淘汰。 

 

四、以史料收集为中心的图书情报 

    历史学院拥有 10 万册图书的藏书量，中国近现代史方向通过“211”、“985”项目的支

持，尽可能购买国内公布出版的大量史料集，形成了较为可观的收藏。在校内可以免费使用

CNKI 学术期刊网查看或下载学术论文。南开大学图书馆购置了 70 余种数据库，其中不少

与中国近现代史专业有关。历史学院和中国现代史教研室收存的调查资料及其他资料，均对

外开放，免费供大家使用。 

 



        広島中国近代史研究会について   研究セミナー 於大阪大学  
2010.2.23  丸田孝志  

研究の特徴  
近代中国の歴史的性格の把握  
各自のテーマの近代中国における意義の追求  
制度史・地方政治・中央―地方関係への着目  

横山英編『中国の近代化と地方政治』勁草書房  1985 年  
横山英・曽田三郎編『中国の近代化と政治的統合』溪水社  1992 年  
曽田三郎編『中国近代化過程の指導者たち』  東方書店  1997 年   

                              ／  ×革命史・事件史に集中した中国近代史研究  
詳細な実証研究 新聞史料なども含めた時代の雰囲気の再構成   
日中交流・比較の視点  
曽田三郎編『近代中国と日本―提携と敵対の半世紀―』御茶の水書房  2001 年  
曽田三郎(科研)「近代中国と日本人政治顧問・産業技術者」(2002～05) 
笹川裕史・奥村哲『銃後の中国社会―日中戦争下の総動員と農村―』岩波書店 2007 年  
曽田三郎『立憲国家中国への始動―明治憲政と近代中国―』思文閣出版 2009 年  

 
会員の主な専門分野 [『専著』・「科研研究課題を中心に] 
【経済史・産業史】  
曽田三郎『中国近代製糸業史の研究』汲古書院 1994 年  
富澤芳亜「両大戦間期・第二次大戦期の中国における在華日本系企業についての総合的研
究」(2007～) (企業団体・技術者) 
中田昭一「南京国民政府期の公債整理政策と銀行経営に関する実証的研究」(2001～02)  
【中国共産党政治史】  
田中仁『1930 年代中国政治史研究  中国共産党の危機と再生』勁草書房 2002 年  
丸田孝志「近代中国における民俗・象徴・儀礼と秩序の構成」(2008～) 
【行財政史・地域社会と権力】  
曽田三郎「近代中国における専制政治から立憲政治への移行と行政システムの変容」(2005
～08) 
笹川裕史『中華民国期農村土地行政史の研究―国家-農村社会間関係の構造と変容―』汲古
書院 2002 年  

「1949 年革命前夜の中国における社会秩序の様相とその変容」(2009～) 
金子肇『近代中国の地方と中央―民国前期の国家統合と行財政―』汲古書院 2007 年  
       「1949 年中国革命前後の政治変動と地方行財政に関する史的研究」(2006～) 
松重充浩「中国反日運動と歴史継承的現地構造との連関実態の解明 :中国東北地域を事例と

して」(2007～) 
貴志俊彦(内モンゴル) 富澤芳亜(国民政府期) 坂井田夕起子(河南) 土居智典(清末)  
【思想史】  
水羽信男『近代中国のリベラリズム』東方書店 2007 年   
金俊(康有為)  川原絵梨奈(戦後台湾文学) 
【メディア史・国際関係史】  
貴志俊彦「17-20 世紀の東アジアにおける「外国人」の法的地位に関する総合的研究」  
 (2006～09) 
【仏教交流史】坂井田夕起子 【軍事制度史】 鈴木昭吾  
その他の科研課題例 (代表者) 
田中仁「現代「中国」の社会変容と東アジアの新環境」(2008～10) 
水羽信男「近代中国における都市と権力-マス・メディアの形成との関連から-」(2003～06) 



台灣東華大學有關現代中國研究的概況 
報告人：許育銘 

 
◎ 台灣東華大學，1994 年成立，2008 年合併花蓮教育大學。合併後的新大學有

1 萬餘名學生與 1000 多名教職員工，師生比約 25 比 1。現有七個學院。現代

中國研究的教師集中於人文社會科學學院。 
 
◎ 人文社會科學學院中的歷史學系： 

 1998 年設立，現有專任教師 13 名。從事現代中國研究，主要是中國近

現史的有林美玫（基督教研究）、許育銘（中日關係）、李道緝（華僑史）、

陳進金（蔣介石研究）、陳鴻圖（台灣史）、吳翎君（中美關係）。課題

方向可涉及現代中國的，有陳元朋（飲食文化史）、蔣竹山（新文化史）。

尚有榮譽教授 1 名，張力（外交史、海軍史），與中央研究院近代史研

究所的聯繫。 
 

 碩土班的三個發展重點方向之一是「近代中國發展變遷」：以近代中國

史為範疇，結合「國家與社會」、「延續與變化」、「中心與周邊」等理論，

再加強檔案資料的運用於發展近代中國史研究的新視野。 
 

 注重研究人材的培育，每年 7 月中旬會舉辦「後山學堂」（研習營）。第

一屆「中國近代史研習營」（2007 年）；第二屆「大眾史學研習營」（2008
年）；第三屆「高中生歷史營」（2009 年）；第四屆「民國史研習營」（2010
年）。 

 
 網路情報的學術服務，「三十三年落花夢－近代中國史研究資訊」網站

是由東華大學歷史學系提供的學界資訊平臺，目的在向中國近現代史研

究領域之研究者、同好者等，提供學術會議、演講座談、展覽推廣、新

書出版等消息。連結：http://tw.myblog.yahoo.com/modern-china 
 

◎ 人文社會科學學院中的公共行政研究所： 
 原來是「大陸問題研究所」，後來改名。主要從事兩岸關係研究，碩士

班設有「大陸與兩岸事務組」。 
 

 專任教師有 5 名，其中高長（兩岸經貿關係），現為陸委會副主委；朱

景鵬（兩岸關係與中國大陸研究），現為研考會主委。（內閣閣僚） 
 

 由公行所主導，人文社會科學學院下設有「大陸研究中心」。 
 











（研究セミナー 現代中国研究における東アジア・学校間交流の可能性） 
 21 世紀の中国と東アジア−環境：人間の安全保障と持続的発展− 

 
大阪大学大学院人間科学研究科グローバル人間学専攻  

三好 恵真子  
 
 2004年、日中間の年間貿易額は、これまで主軸であった日米間のそれを超えたことが発表され、最大の貿
易パートナーとしての中国の存在と、今後の日中関係の重要性を示す象徴的な出来事となった。しかしなが
ら、対日輸出野菜残留農薬事件など、食の安全性を巡る問題に見られるように、日中両国の経済関係の進展
にくらべ、政治・外交，文化，草の根交流といった分野では数多くの課題が残されている。 
 これまでの研究において、現在の環境問題は、後発的影響が予測されるアジアに最大の視点が注がれてい
ると考えられ、内分泌攪乱化学物質やアスベストなどを事例に、予防原則の視点から問題の所在を明らかに
し、これらがローカルな視点のみならずグローバルな視点からも共有すべき緊急な課題であることを言及し
てきた。特に「中国」の場合、人口や国家の地理的巨大性だけでなく、「改革・開放」政策以来の中国経済の
メカニズムの中には、新たなグローバル経済システムの欠陥が内在化しており、これにより、中国への環境
問題の集約化が、益々深刻化していることを指摘してきた。 
 一方、中国食品の安全性を科学的側面から多角的に調査しつつ、中国食品に対する日本消費者の不安の原
因と構造をリスク認知分析により追跡した結果、中国では特に海外輸出向けの農産物に対する安全性は徹底
的に管理されているにも関わらずマスメディアからの情報等に左右され、消費者の不安が助長される過程を
理論的に明らかにした。こうした中国食品に対する否定的概念を取り除くためには、主要価値類似性（リス
ク管理者と自分が同じ価値観を共有していると感じられる認識）が最も有効であることが導き出され、様々
な関係者が情報を共有しつつ、相互理解を深めるための多面的なリスクコミュニケーションの基盤を構築す
ることの重要性が再認識された。 
 爆発的な経済成長を続けている中国は、既にエネルギーや食糧の純輸入国へと転じており、それに付随し
て地域格差はもとより、大規模で多岐な環境問題が顕在化しており、年々その深刻さを増している。また農
村では、脱農村化の傾向として、農村における中規模都市化・近代化の進行により、社会構造が大きく変容
して、農村の低生産性，農村の疲弊，農家の所得低迷と都市住民との所得格差等の拡大など、いわゆる「三
農問題」をも引き起こしている。こうした現状に鑑み、2004年には「和諧社会の創成」という新たな環境政
策目標が打ち出された。これは「持続可能な発展」や「人間の安全保障」といった理念を取り入れたものと
解釈され、中国は、環境政策における新たな局面を迎えたとも読み取れるが、急速な社会変化における人々
の意識と体制が連動しておらず、いまだ問題は山積している点は否めない。 
 以上のように、中国は、人口・食糧，エネルギー，環境のあらゆる側面において、全世界に決定的に影響
力を及ぼす最も脅威の存在として君臨しており、その課題解決のためには、地球規模での英知が求められる
といえよう。 
 しかし、中国に限らず食や環境問題は、一面的に分析・評価することは不可能であるため、こうした共通
の課題に対する学際的協力体制の構築とそれを基盤とした将来ビジョンを掲げる総合的システム研究が肝要
になる。つまり自然科学的な理解や技術・方法論だけでなく、社会や経済・政治の仕組みをどのように変え
てゆくかを含めて、長期的な視野で時間的・空間的な変化の相に沿って体系的に分析する必要があり、さら
にその課題解決のためには、国内での自助努力と他国からの国際協力とが連動して、システム的欠陥を補完
することが急務になる。したがって、中国社会の内部および外部からの学術的・実践的力価の相乗作用なく
しては、現行の中国の食や環境問題を解決する糸口は見つからないと言っても過言ではない。 
 こうした文理融合研究の重要性は認識されているものの、一般に専門化された学問領域間では共通のコミ
ュニケーヨンや包括的な研究が成立しにくい傾向にある。そこで新しい学問体系として注目されるのが「サ
ステイナビリティ学」であり、これは地球・社会・人間という 3 つのシステムおよびそれらの相互関係の破
綻がもたらしつつあるメカニズムを解明し、持続可能性という観点からシステムの再構築と相互関係を修復
する方策とビジョンの提示を目指すものであり、その実践的成果への期待が高まっている。 
 したがって、中国の食と環境問題を対象とする本研究では、「持続可能な発展」から系譜され、より多面的
な概念として再定義される「サステイナビリティ学」を基礎とするが、「人間の安全保障」に目を向けるとい
う特徴から、健康，安全・安心，ライフスタイル，価値規範を扱う「人間システム」に主軸を置いて検討す
ることとする。ただし、大阪大学の広学問領域にわたる学際的基盤を生かし、「地球システム（気候変動，生
態系など地球規模の人間の生存基盤を扱う）」や「社会システム（経済成長，技術革新，産業などを扱う）」
の側面から分析する専門家・組織への課題提示も果たしながら、「対話の構造」を醸成し、各システムの相補
的連携により、総合的な課題解決策につながることを目指してゆきたい。さらに、このサステイナビリティ
学を基盤とする包括的研究の実現により、課題の認識と問題の解決策とが連鎖的につながってゆくダイナミ
ックな関係性ならびにシステムを創造しうると考えられる。ただし、この共進化を導くためには、研究者個
人レベルでの学融合を念頭に置く必要あり、他の文理融合研究とは一線を画しているといえよう。 
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中国経済空間のダイナミズムをめぐる諸問題 
―生産・交換と再編の視点から－ 

  
許 衛東（経済学研究科） 

2010/2/23 
大阪大学豊中キャンパス研究セミナー 

  
■ 問題提起 
冷戦終結後の世界秩序の大局的趨勢を捉える議論として、さしあたって民主主義と資本

主義の決定的勝利を謳歌するフランシス・福山の「歴史終焉論」、パワー・バランスの

自壊を懸念するサミュエル・ハンチントンの「文明衝突論」、経済優先主義と内政不干

渉を基本とする鄧小平路線の再定義による「平和発展論」の三つが挙げられよう。昨今

のイラク戦争の長期化とリーマンショック後のアメリカバブル経済の崩壊を経て、世界

経済の関心事はもっぱら中国を筆頭とする Brics（新興国・市場）の台頭に集中してい

る。特に 8%の高い成長率を遂げ、2009 年の中国の名目 GDP 規模は 49,093 億米ドルに達

し、日本の 50,729 億ドルに限りなく近い。2010 年の日中完全逆転は確実視される。で

は、「平和発展論」のもとで中国は新たなスーパー・パワーになりうるのか？中国経済

の長期的成長が可能な基本条件は何か？東アジア経済統合における日米中の課題をど

のように認識するか？ 

■ 中国の経済発展は世界のモデルになりうるか？ 
◎ 「非市場経済国家」の現状―完全市場国家の地位認定をめぐる交渉問題 
◎ 「民進国退」かそれとも「国退民進」か？ 

■ 中国は内需型経済に転向したか？ 
◎ 消費、輸出、政府支出（公共投資）の三頭馬車のバランスは？ 
◎ 元高圧力下の人民元国際化の動向 

■ 新たな成長軸は始動するか―生活圏構想にみる都市化戦略 
◎ 香港・珠江デルタ、長江デルタ、渤海湾など三大都市圏の空間整備と新成長要素 
◎ 新農村計画の行方は 

■ 東アジア地域連合の新展開 
◎ 「東アジア共同体」かそれとも「華人経済圏」か 
◎ 新時代の日米中の関係と課題 

■ 国際経営戦略の視点から見た今までのアジア戦略、これからのアジア戦略 
◎チパンかそれともチャイワンか 

参考文献  
サミュエル・ハンチントン著、鈴木主税訳（1998）：『文明の衝突』集英社、550p。 
張 剣荊著（2005）：『中国崛起』新華出版社、376p。 
フランシス・福山著、渡部昇一訳（2005）：『歴史の終わり 上・下』三笠書房、332p、317p。 
安積敏政著（2009）：『激動するアジア経営戦略』日刊工業新聞社、403p。 



台湾問題をめぐる対立と協調―外交：日米中を中心に 
大阪大学大学院法学研究科助教 高橋慶吉 

1. 北京政府承認前の戦後アメリカ対中政策＝「事実上の二つの中国」政策 
● 若林正丈『台湾の政治―中華民国台湾化の戦後史』(東京大学出版会、2008), p.64 

「実際のアメリカの台湾政策は、いわば『事実上の二つの中国』政策、すなわち、国府の

側に立って『一つの中国』を認めながらそのための実際行動（『大陸反攻』）は抑止し、『正

統中国』を主張する『二つの中国』が併存する状況を維持する政策であったと言えよう。」 

● 成立時期＝1950年代半ば。米華相互防衛条約（1954年 12月調印、1955年 3月発効）。 

● 特徴～「二つの中国」の併存状況の固定化。台湾海峡の現状維持。 

・ 台湾防衛に正式に関与 → 北京政府の台湾侵攻を抑止 

・ 国府の大陸反攻を防止 → 北京政府の大陸支配を事実上容認（1955年夏より米中大使

級会談を開催） 

※ 国府を中国政府として承認 → 対北京敵視政策（禁輸政策など） 

● 日本、北京政府の反応 

・ 日本～「二つの中国」政策（北京政府を中国政府として、国府を台湾政府として承認す

ることを目指すもの）による現状の打開→日米間の摩擦。 

・ 北京～台湾併合による現状の打破。アメリカとの敵対関係。 

 

2. 北京政府承認後のアメリカ対中政策 
● 承認前のアメリカ対中政策との相違点 

北京政府を中国政府として承認。国府と断交（→米華相互防衛条約の失効）。 

● 承認前のアメリカ対中政策との共通点 

台湾海峡の現状維持～「戦略的曖昧さ」（Strategic Ambiguity） 

台湾防衛に対するコミットメントを故意に曖昧にすることによって、大陸・台湾双方の

現状変更の試みを抑止。 

● 日本、北京政府の反応 

・ 日本～承認問題における摩擦の解消。台湾海峡の不安定化を望まず、現状維持策を支持。 

・ 北京～「一つの中国」の原則に抵触しないかぎり、現状維持を容認。 

● 台湾海峡情勢の不安定化要因 

岡崎久彦『台湾問題は日本問題』（海竜社、2008）「唯一、大国間の紛争に発展する可能性

のある地域は台湾海峡である」（p.201） 

 

 

 

 



研究セミナー
現代中国における東アジア・

学校間交流の可能性

大阪大学豊中学舎

法・経総合研究棟4階大会議室

2010(平成22）年2月22日・23日

III.
21世紀の中国と東アジア：

現在中国研究への提言

• 2月23日１３：００ ～ １５：００

• 大阪大学大学院国際公共政策研究科

• 竹内俊隆

中国の軍事戦略の動向と
北東アジアの戦略環境

• 中国の軍事戦略の概要

中国経済力の拡大（今年は日本を抜いて世
界２位へ）に伴い｢国益｣の保全範囲も世界大
にー軍事力の想定範囲も世界へ拡大傾向

例）外洋型海軍の建設へ

中国軍 今まで 将来

役割 自国およびその周辺の安全
保障

政治・経済などの重層的国益の保
全と伸長

地域 国境周辺・北東アジア 海洋・世界全体へ拡大

現状と将来の課題の認識

• ２００６年版 中国国防白書

「安全保障上の問題が山積しつつある分野は、エネル
ギー、資源、金融、情報並びに国際輸送路の多岐にわ
たる」

• ２００８年版 中国国防白書

「戦略的資源、戦略的位置、さらに戦略的支配権を巡る角逐

はより程度を深めた」

中国軍の課題は、「国家の安保と統一を守り抜くことに加え、
国家発展に資する利益を確保」



具体的方針

• 陸軍
地域の防衛から「地域横断的な機動性」、
task-organizedで機動性重視の部隊編成、空
陸の統合運用の改善
長距離展開能力、戦略的空輸、派遣兵力へ
の兵站、急襲能力、特殊作戦能力
国連PKO(１８００名程度）、人道支援などへ積
極的に参加 (消極的なわが国と比較して、評価できる。
今までは、工兵、兵站、医療要員であったが戦闘要員や高
級将校を送り始めた。戦力投射能力の強化などで資源外交
などに転用できる可能性にも留意。）

海軍

胡錦濤主席：中国は「シーパワー」であり、「海
上における権益保全のために」「強力な人民
海軍」が必要（２００６年中国共産党海軍委員会総会）

• 中国の経済力、政治力は海上アクセス、海洋
利用に左右されるー強力な海軍が必要

• 近海防御（第一列島線域内の沿岸防衛と台
湾有事への対応）から遠海防御（２００カイリ
の領海を超える）の方向へ
空母建造(２０２０年までに複数）、空母搭載

航空戦力、C４ISR

空軍と宇宙戦略
• 「空中ならびに宇宙を舞台とした争闘は熾烈
の度を増した。空の安全保障には国益保護
のためより重大な戦略的必要性がかかって
いる」

（２００８年７月の中国空軍文書）

• 空軍の新規および拡大した任務

領空での制空権の確保、海洋権益監視能力の確保、

宇宙からの妨害攻撃からの防衛、国家の尊厳と主
権・権利と利益を守る能力(海外投資対象に対する

空からの安全保障）

核戦力と通常弾頭ミサイルに関して

• ロシアを除くと、北東アジアで唯一の核大国

核抑止力の強化と戦略核攻撃能力の向上
(わが国はもちろん、米国全域が射程の範囲内）

－移動式・固形燃料型ミサイルの増強
（対インドの西部地区ー液体燃料核弾頭IRBMから固形燃料型へ）
－SLBM（海南島にSLBM搭載潜水艦用の海底基地建設中）

・通常弾頭SRBMの充実からIRBMへ

初期は台湾対象（２０００年は１個連隊、現在は７個大隊で、
１１００前後の基数確保）。年１００基程度増強
IRBM：対艦BM と巡航ミサイル（地上および空中発射）

第二列島線（グアムまでの西太平洋）で米艦艇攻撃能力
爆撃機、戦闘機の能力と夜間飛行訓練などの練度向上
DH-10対地巡航ミサイル-射程１５００Km、わが国全土が射程内
ー１５０～３５０個、発射基数は４０-５５へ（２００８年４月現在）



網電一体戦

• 電子戦力・ネットの運用と物理力の一体運用

• 宇宙での電磁戦の目的は抑止＝攻撃目標は
限定的で精密攻撃＝重要な情報発信源、指
揮・統制網などの運用体制＝心理的打撃を
意図

• 戦闘開始当初段階での電磁的覇権を強調

（以上までは、米国国防総省長官官房編「中華人民共和国の軍事力・2009 −議会向
け年次報告書−」日本国際問題研究所、2009 年7 月に依拠している。）

北朝鮮の核とミサイル開発の動向

• ミサイル
・ノドン(射程1300Km)＝移動式ミサイル発射基（大型ト
ラック程度）。地下サイロ配備の可能性も。秒速3km。
日本に着弾まで10分以内。目標設定に数百人の特殊
部隊必要
・1998年8月：ミサイル（二段式のテポドン1号）実験。二
段目はわが国上空を通過して、太平洋側の三陸沖に
着弾。
・2006年7月：日本海北部付近に向けて７発連射。ス
カッドは韓国・在韓米軍、ノドンはわが国、テポドンは
ハワイ・グアムの米太平洋軍基地向け。
・2009年4月：通信衛星打ち上げ（日本は初めてMDシ
ステムを作動）。
・2009年5月：3発の短距離ミサイル打ち上げと核実験

核実験

• 2006年10月：初の地下核実験（４Ktを想定も
過早爆発で1Kt程度）

• 2009年5月：2回目の核実験（10Kt前後か。技

術的に進歩）

• 地下サイロ化：核兵器によるピンポイント攻撃
のみ有効。特殊部隊の破壊工作への抗湛性
が高い

• 宣言政策の可能性が高い（政治的抑止効果
を狙う）

わが国の対応
• 1998年9月からNTWDの日米共同開発
• 2003年12月19日：MD配備正式決定

• 武器禁輸三原則：共同で武器を開発し、生産し、武器
の部品を外国へ搬送するのを禁止。

• 2005年12月：米国とMDの迎撃体の共同開発を決定
＝三原則は日米のミサイル開発に適用せず。入間空
自基地に2007年3月にPAC-3配備。

• PAC-3：16隊を2011年3月までに配備予定。
• SM-3：射程1000Km、高度200kmまで。Block-1A=宇宙

空間での中間飛翔段階での撃墜。
• 2011年3月までにイージス艦4隻を配備予定。ノドンが

目標。
• 集団的自衛権の解釈問題









歴史学の特性と周辺諸科学との対話  研究セミナー 於大阪大学 
2010.2.23   丸田孝志 

Ⅰ．歴史学の固有性・特性 
① 時間の中で人間社会を理解する学問  
現在の問題を規定する過去の在り方  「積み上げられる時間」   
ある歴史段階の個々の社会の固有性を摘出  固有性・段階性・動態的理解  

② 総合の学問   
ある歴史段階における個々の社会の再現  当該社会を構成する諸要素の総合的把握の必要 
段階性・固有性  ←→  一般化   発展段階論の放棄による社会発展の固有性の追及 
          比較の視点  各社会・時代の特殊性・普遍性の再検討 
地域・文明間の交渉と相互関係性  一体化した文明・世界としての理解  ／×日東西の枠組み  
国民国家の申し子としての歴史学(国家・民族史)の相対化  従属論 文明史観 「帝国」「近代性」 

③ 人文科学 ／ 社会科学 
    ある歴史段階における特定地域の社会の文脈における人間の選択に着目  
    研究主体自体が歴史的・社会的産物    現在・その社会を生きる人々の眼差し   

時代により変化する問題設定  今日を生きる者にとって意義のある問題設定 
他者の眼差し 日本人にとっての中国史 アメリカ人がみる日本史( 国際的学術交流による対話) 
現代社会・自身の社会の自明性を過去・他者との対話により問う～問いの説得性が学問的意義を担保 

④ 文書などの史料を中心とした実証研究   
記録と記憶を巡る学問 口述史 ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ／ 歴史構成主義 「言語論的転回」 認識の不確実性? 

Ⅱ．周辺学問との対話 
    時代の要請・時代の学問の影響 
   国民国家形成 進化論 → 国家・民族の歴史学 社会進化論  発展段階的歴史理解   
   自然科学理論の発展 グローバル化 文明の対立 環境破壊 

→ 生態史観 文明史観 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋｽﾄﾘｰ 海域史 ﾄﾗﾝｽﾅｼｮﾅﾙ化 自然災害史 環境史  
様々な歴史研究対象 宗教史 芸術史 建築史 環境史…   ○○歴史学  諸科学との相互浸透  
① 政治学・経済学・法学 ／ 政治史・経済史・法制史  
② 空間の視点   人文・自然地理学 地域研究    地域固有の課題の解明と一般化 
   国家を相対化する多様な地域像 超域・跨域・周縁  
      世界・マクロ地域・国家・地域社会の連環 ／×地域を自己目的とした研究への拡散化 
③ 生活の視点  文化人類学・社会学～理論化・抽象化された学問体系  

衣食住 冠婚葬祭 年中行事 信仰 規範 心性 家族  性差  身体……  
「社会」に関する問題設定から政治の動き・歴史の流れを読む   ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸの活用   
モノから社会・心の在り方を読む  認知考古学 ← 認知科学 

④ 生態学的アプローチ・自然科学の複雑系など → 史実の連環を複雑なまま叙述する手法 
⑤ 技術の発展による研究工具・史料・資料の拡大  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞｽ GPS AV機器  
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